
審査意見への対応を記載した書類（６月）（本文） 

 

（目次）歯科技工学科 

１．本学の掲げるカリキュラム・ポリシーについて、ディプロマ・ポリシーとの対応関係

が示されておらず、例えば、CP「（１）全人的視点から口腔機能の回復・向上するため

の基礎教育と専門教育を行う。」が、具体的にどのディプロマ・ポリシーと対応するの

か判然とせず、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力をどのようなカリキュラム・

ポリシーに基づき修得させるのか不明確であることから、ディプロマ・ポリシーに整合

したカリキュラム・ポリシーが適切に設定されているのか疑義がある。このため、ディ

プロマ・ポリシーに整合したカリキュラム・ポリシーが適切に設定されていることにつ

いて、図表を用いる等により、明確に説明するとともに、必要に応じて適切に改めるこ

と。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P3 

 

２．審査意見１のとおり、カリキュラム・ポリシーの妥当性について疑義があることから、

教育課程全体が妥当であるとの判断をすることができない。加えて、教育目標に「（６）

多職種の中での役割を理解し、協働連携できる歯科技工士を育成する」ことを掲げてい

るが、シラバスを確認する限り、多職種連携について取扱う授業科目は「健康科学」「歯

科技工管理学」の２科目しかなく、授業回数もそれぞれ１回ずつしかないように見受け

られることから、どのようにして教育目標に掲げる「多職種の中での役割を理解し、協

働連携できる」人材を養成する計画なのか判然とせず、教育目標に整合した教育課程が

適切に編成されているとは判断することができない。このため、関連する審査意見への

対応を踏まえつつ、本学の教育課程が教育目標、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ

ム・ポリシーに基づき、修得すべき知識や能力等に係る教育内容が網羅され、体系性が

担保された上で、適切に編成されていることを明確に説明するとともに、必要に応じて

適切に改めること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P5 

 

３．本学科の目的に掲げられている「医学の一領域・生命と人体の健康を担当する医療人」

としての歯科技工士を養成するに当たっては、計画された教育課程に加えて、一般的に

感染対策に関する知識を身に付けていることが求められるが、感染対策に関する知識

を教授する科目が見受けらない。このため、感染対策に関する知識を教授する授業科目

を配置しないことの妥当性を説明するか、必要に応じて適切に改めることが望ましい。

（改善事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P9 

 

４．本学の入学者選抜について、選抜区分によって対応するアドミッション・ポリシーが

異なることから、アドミッション・ポリシーに定める資質・能力等の全てを全志願者に

対して問わない計画であるように見受けられる。その場合であっても、アドミッショ
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ン・ポリシーに定める資質・能力等のうち、本学において中核的と考えるものは全志願

者について評価・判定する必要があるが、本学において中核的と考える資質・能力等が

判然としないことから、アドミッション・ポリシーに整合した適切な入学者選抜になっ

ているとは判断することができない。また、本学の入学者選抜のうち「一般選抜Ⅰ」に

ついては、学力試験を実施する計画であるが、本学が掲げるアドミッション・ポリシー

を確認する限り、「知識・技能」に当たる内容は見受けられず、学力試験においてどの

ような資質・能力等を評価・判定するのか判然としないことからも、アドミッション・

ポリシーに整合した入学者選抜になっているのか疑義がある。このため、本学が掲げる

アドミッション・ポリシーのうち中核的と考える資質・能力等を明示するとともに、本

学の入学者選抜がアドミッション・ポリシーに掲げる資質・能力等を適切に身に付けて

いることを確認することができる選抜方法であることについて明確に説明するととも

に、必要に応じて改めること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P15 

 

５．「教員名簿」に調書番号１の教員の記載がなく、「教員個人調書」との間で書類の不整

合があるため、適切に改めること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・P18 

 

６．教員資格審査において、「不可」や「保留」、「適格な職位・区分であれば可」となっ

た授業科目について、当該授業科目を担当する教員を基幹教員以外の教員で補充する

場合には、主要授業科目は原則として基幹教員が担当することとなっていることを踏

まえ、当該授業科目の教育課程における位置付け等を明確にした上で、当該教員を後任

として補充することの妥当性について説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・P19 

 

７．本学の校舎面積について、 短期大学設置基準別表第二の備考７のただし書を適用し、

本学の専用部分に、隣接する日本歯科大学（新潟歯学部）との共用部分を加えることに

より、同基準第 31条に規定する校舎面積基準を満たそうとする計画であると考えられ

る。しかしながら、基本計画書の「校舎」に記載されている面積を確認する限り、日本

歯科大学の校舎の専用部分と本学と日本歯科大学の共用部分の面積の合計が、大学設

置基準第 37条の２に規定する必要校舎面積を下回っていることから、短期大学設置基

準別表第二の備考７のただし書を適用し、隣接する日本歯科大学（新潟歯学部）との共

用部分を加えることができるのか疑義があることから、本学の校舎面積が短期大学設

置基準第 31条の規定を適切に満たしているとは判断できない。このため、日本歯科大

学の校舎の専用部分と本学と日本歯科大学の共用部分の面積の合計が大学設置基準第

37 条の２に規定する必要校舎面積を上回っていることを示すことにより、短期大学設

置基準別表第二の備考７のただし書を適用し、本学の専用部分に隣接する日本歯科大

学（新潟歯学部）との共用部分を加えることで同基準第 31 条に規定する校舎面積基準

を満たすことを明らかにすること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・P25 
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（是正事項）歯科技工学科 

１．本学の掲げるカリキュラム・ポリシーについて、ディプロマ・ポリシーとの対応

関係が示されておらず、例えば、CP「（１）全人的視点から口腔機能の回復・向上す

るための基礎教育と専門教育を行う。」が、具体的にどのディプロマ・ポリシーと対

応するのか判然とせず、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力をどのようなカリ

キュラム・ポリシーに基づき修得させるのか不明確であることから、ディプロマ・ポ

リシーに整合したカリキュラム・ポリシーが適切に設定されているのか疑義がある。

このため、ディプロマ・ポリシーに整合したカリキュラム・ポリシーが適切に設定さ

れていることについて、図表を用いる等により、明確に説明するとともに、必要に応

じて適切に改めること。 

 

（対応） 

  上記のご指摘を踏まえ、カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの対応関

係を明確にするために、カリキュラムマップ【資料１】を追加添付した。また、このマ

ップに基づき入学者選抜区分から本学が養成しようとする人材像までの教育過程を相

関図に示し【資料２】、ディプロマ・ポリシーとその到達に必要なカリキュラム・ポリ

シーとの関連性・整合性を可視化し明確にした。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（本文 P6） 

【ディプロマ・ポリシー】 

本学では、以下のような能力を身につけ、

かつ所定の単位を修得することにより、

短期大学士の学位が与えられるととも

に、歯科技工士国家試験受験資格を取得

できます。 

(1)地域社会の保健・医療・福祉に貢献で

きる。 

(2)豊かな人間性を持ち、相手を尊重した

対応ができる。 

(3)歯科技工の専門職としての倫理観と

高度な知識・技術を有する。 

(4)歯科技工士として生涯にわたり継続

して自己研鑽ができる。 

(5)長寿社会に対応した地域包括ケアを

（本文 P6） 

【ディプロマ・ポリシー】 

本学では、以下のような能力を身につけ、

かつ所定の単位を修得することにより、

短期大学士の学位が与えられるととも

に、歯科技工士国家試験受験資格を取得

できます。 

(1)地域社会の保健・医療・福祉に貢献で

きる。 

(2)豊かな人間性を持ち、相手を尊重した

対応ができる。 

(3)歯科技工の専門職としての倫理観と

高度な知識・技術を有する。 

(4)歯科技工士として生涯にわたり継続

して自己研鑽ができる。 

(5)長寿社会に対応した地域包括ケアを
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実践できる。 

 本学ではディプロマ・ポリシーを修得

させるために必要な科目を、カリキュラ

ム・ポリシーに基づき、教養科目及び専

門基礎・臨床科目で構成している。各授

業科目とカリキュラム・ポリシー及びデ

ィプロマ・ポリシーとの関連を示したカ

リキュラム・マップを示す【資料 31】。ま

た、このカリキュラム・マップに基づき

作成したカリキュラム・ポリシーとディ

プロマ・ポリシーとの相関図を示す【資

料 32】。これらの図表が示すように、本学

はアドミッション・ポリシーに対応した

入学者選抜の実施からディプロマ・ポリ

シー到達のために必要なカリキュラム・

ポリシーの設定まで、シームレスな整合

性のとれた一連の流れとして教育課程を

構築している。 

 

（資料 P286～287） 

31 歯科技工学科カリキュラムマップ                

32養成する人材像と三つのポリシーの相

関図 

実践できる。 
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（是正事項）歯科技工学科 

２．審査意見１のとおり、カリキュラム・ポリシーの妥当性について疑義があること

から、教育課程全体が妥当であるとの判断をすることができない。加えて、教育目標

に「（６）多職種の中での役割を理解し、協働連携できる歯科技工士を育成する」こ

とを掲げているが、シラバスを確認する限り、多職種連携について取扱う授業科目は

「健康科学」「歯科技工管理学」の２科目しかなく、授業回数もそれぞれ１回ずつし

かないように見受けられることから、どのようにして教育目標に掲げる「多職種の中

での役割を理解し、協働連携できる」人材を養成する計画なのか判然とせず、教育目

標に整合した教育課程が適切に編成されているとは判断することができない。この

ため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本学の教育課程が教育目標、ディプ

ロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに基づき、修得すべき知識や能力等に係

る教育内容が網羅され、体系性が担保された上で、適切に編成されていることを明確

に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（対応） 

  医療の高度化、複雑化に伴い、歯科技工士においても多職種との連携は重要課題とな

っている。訪問歯科診療や地域包括ケアシステムが機能するためには多職種連携は必

須でありその中で歯科技工士の役割は今後さらに重要になると考えられる。特に近年

では、訪問歯科診療における補綴装置の製作や調整・修理に加え、脳血管疾患や機能障

害などによる摂食・嚥下障害に用いられる舌接触補助床の製作など、歯科技工士が活躍

する場面は広がりつつあり、医科・福祉系の職種との連携が重要となっている。多職種

と連携するには、共通言語となる医学用語、福祉用語の理解と関連職種にかかわる広い

知識が不可欠となる。そこで本学では、「健康科学」、「歯科技工管理学」、「歯科技工学

概論」において多職種連携における歯科技工士の役割と知識を教授し、実際の訪問歯科

診療現場での実施状況を「専門歯科治療概論」、「有床義歯技工学Ⅱ」、「歯科技工実習」

で実施される臨床実習において教授する。これにより教育目標「（６）多職種の中での

役割を理解し、協働連携できる歯科技工士を育成する」を到達するよう教育課程を構築

している。 

上記のご指摘を踏まえ、歯科技工士のキャリア関連の授業内容を「歯科技工学概論」

に、実際の臨床（訪問歯科診療）現場で義歯修理等の際に行われる多職種との協働連携

を修得する授業を「有床義歯技工学Ⅱ」に追加し、それぞれ授業科目の概要及びシラバ

スを修正した。また、教育課程とカリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーとの

関連をカリキュラムマップ【資料１】及び相関図【資料２】で示し、可視化することで

明確にした。 
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（新旧対照表）授業計画（授業科目の概要） 

新 旧 

（P7） 

【有床義歯技工学Ⅱ】 

歯科補綴治療の目的は人工物（補綴装置）

を用いた口腔の諸機能の回復と残存組織

の保全であり、その治療対象は極めて広

く治療内容も多種多様である。本演習で

は、まず歯科補綴治療の目的を達成する

ために必要な顎口腔系の形態と機能を理

解し、そのうえで患者固有の形態と機能

に調和した補綴装置とはどのようなもの

かを考える。また、有床義歯製作の治療

手順を学び、各臨床ステップにおける技

工操作法と器材の取り扱い法について修

得する。また、今後さらに重要となる訪

問歯科診療における歯科技工士の役割

と、他の専門職との多職種連携に必要な

知識と技術を修得する。 

（P7） 

【有床義歯技工学Ⅱ】 

歯科補綴治療の目的は人工物（補綴装置）

を用いた口腔の諸機能の回復と残存組織

の保全であり、その治療対象は極めて広

く治療内容も多種多様である。本演習で

は、まず歯科補綴治療の目的を達成する

ために必要な顎口腔系の形態と機能を理

解し、そのうえで患者固有の形態と機能

に調和した補綴装置とはどのようなもの

かを考える。また、有床義歯製作の治療

手順を学び、各臨床ステップにおける技

工操作法と器材の取り扱い法について修

得する。 

 

 

  

（新旧対照表）シラバス 

新 旧 

（P25） 

【歯科技工学概論】 

第 1回 

（行動目標） 

1.医療の仕組みを説明する。 

2.歯科医療、歯科技工の特異性を説明す

る。 

3.歯科技工士の役割を説明する。 

（略） 

第 7回 

（授業内容） 

歯科技工士の就労とキャリア形成 

（行動目標） 

1. 歯科技工士の就職状況、雇用、キャリ

（P25） 

【歯科技工学概論】 

第 1回 

（行動目標） 

1.医療の仕組みを説明する。 

2.歯科医療の特異性を説明する。 

 

3.歯科技工士の役割を説明する。 

（略） 

第 7回 

（授業内容） 

歯科技工士の就労 

（行動目標） 

1.歯科技工士の就職状況を説明する。 
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ア形成を説明する。 

2. 歯科技工士の就労状況、ライフコース

を説明する。  

3. 口腔と全身との関連について説明す

る。 

4. 全身に影響する口腔疾患や不良補綴

物について説明する。 

 

（P61） 

【有床義歯技工学Ⅱ】 

（略） 

第 12 回 

（行動目標） 

1.破折と破損の原因を説明する。 

2.義歯の修理方法を説明する。 

3.リベースとリラインの目的を説明す

る。 

4.リベースとリラインの方法を説明す

る。 

（準備学習） 

教科書Ⅳ:20修理と 21リベースおよびリ

ラインを読む。 

第 13 回 

（授業内容） 

訪問歯科診療の現状と歯科技工士の役割 

（行動目標） 

1.訪問歯科診療における歯科技工士の役

割を説明する。 

2.医療・福祉職種等との多職種連携につ

いて説明する。 

3.多職種連携に必要な項目を説明する。                  

4.制約された環境下での歯科技工操作に

ついて説明する。 

（準備学習） 

歯科技工管理学の関連項目を読む。 

 

 

2.歯科技工士の就労状況を説明する。 

 

 

 

 

 

 

（P61） 

【有床義歯技工学Ⅱ】 

（略） 

第 12 回 

（行動目標） 

1.破折と破損の原因を説明する。 

2.義歯の修理方法を説明する。 

 

 

 

                                          

（準備学習） 

教科書Ⅳ:20修理を読む。 

 

第 13 回 

（授業内容） 

リベースおよびリライン 

（行動目標） 

1.リベースとリラインの目的を説明す

る。 

2.リベースとリラインの方法を説明す

る。 

 

 

 

（準備学習） 

教科書Ⅳ:21 リベースおよびリラインを

読む。 
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（略） 

第 15 回 

（行動目標） 

1.全部床義歯の製作順序と歯科技工内容

を説明する。 

2.部分床義歯製作順序と歯科技工内容を

説明する。 

3.歯科技工士に必要な他の専門職との多

職種連携について説明する。 

（略） 

第 15 回 

（行動目標） 

1.全部床義歯の製作順序と歯科技工内容

を説明する。 

2.部分床義歯製作順序と歯科技工内容を

説明する。 
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（改善事項）歯科技工学科 

３．本学科の目的に掲げられている「医学の一領域・生命と人体の健康を担当する医

療人」としての歯科技工士を養成するに当たっては、計画された教育課程に加えて、

一般的に感染対策に関する知識を身に付けていることが求められるが、感染対策に

関する知識を教授する科目が見受けらない。このため、感染対策に関する知識を教授

する授業科目を配置しないことの妥当性を説明するか、必要に応じて適切に改める

ことが望ましい。 

 

（対応） 

医療現場では新興感染症や再興感染症の拡大、易感染性宿主の増加などさまざまな

問題に直面している。歯科領域の患者は、感染症の有無が不明のまま診療を受ける場合

がほとんどであり、すべての患者が感染症であるとして対処する、スタンダード・プリ

コーションの概念が導入され本学新潟病院においても実施されている。特に歯科技工

現場では、歯科技工物を通して直接患者の血液や唾液等に触れる恐れが高いため、患者

から医療従事者へ、医療従事者から患者への感染、さらに患者交差感染などのリスクを

回避しなければならない。また、歯科技工物などに対する感染対策は材料の変形や劣化

等につながることもありその対応や、歯科技工過程で生じる廃棄物の処理や技工室内

の環境管理への対応も必要となる。本学では、こうした歯科技工士特有の環境を踏まえ

た感染対策を教授するために、まず「健康科学」、「歯科技工管理学」、「歯科技工学概

論」で歯科技工士として必要な基本的な感染対策を、続く「歯科技工実習」で実際

の臨床現場の院内感染防止対策を含めた知識と技術を教授する教育課程を構築し

ている。 

上記のご指摘を踏まえ、感染対策を教授する授業科目と内容が明確となるよう、

「健康科学」、「歯科技工管理学」、「歯科技工学概論」、「歯科技工実習」についてそ

れぞれ授業科目の概要及びシラバスを修正した。 

 

（新旧対照表）授業計画（授業科目の概要） 

新 旧 

（P6） 

【健康科学】 

地域包括ケアシステムの中で在宅訪問歯

科での歯科技工業務に対応するスキルを

持ち、歯科医療従事者として備えるべき

健康の障害要因や公衆衛生、感染症対策、

社会保障に関わる諸問題や最新情報を把

握するために、予防医学の基礎や疫学的

（P6） 

【健康科学】 

地域包括ケアシステムの中で在宅訪問歯

科での歯科技工業務に対応するスキルを

持ち、歯科医療従事者として備えるべき

健康の障害要因や公衆衛生、社会保障に

関わる諸問題や最新情報を把握するため

に、予防医学の基礎や疫学的視点から健
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視点から健康増進や疾病予防に関する手

法の基礎を学ぶ総論的な講義内容で構成

されている。広くわが国の社会保障の視

点から歯科技工の専門性を理解し、歯科

医療現場や地域の連携システムのなかで

必要な知識を修得する。 

 

（P7） 

【歯科技工管理学】 

歯科技工士としての業務を適切に遂行す

るために、歯科技工士法、歯科医師法、医

療法、医薬品医療機器等法に関する知識

を身につけ、歯科医療管理の視点で歯科

技工所の開設や管理、設備管理および感

染制御等に関する基礎的知識を修得す

る。歯科医療・歯科技工管理は実際に診

療を行うに当たって、いかにして歯科学

を臨床に応用するかを考究することを目

的とし、時代の要求から従来の診療所、

技工所のみにとどまらず社会の中での歯

科のありかたを考察する社会歯科学的視

点からの講義体系で構成される。 

 

【歯科技工学概論】 

歯科技工士として歯科医療に携わるため

に必要となる医療の仕組みや歯科技工業

務について理解するとともに顎口腔系の

機能とその回復方法、使用材料や器材の

概要、歯科技工士に必要な感染症予防対

策を学ぶ。歯科医療の特性から歯科技工

物の必要性を理解し口腔機能や口腔に関

する審美性といった技工物の基本的要件

を学修する。また、歯科技工に必要な材

料の管理や安全性、歯科技工物の品質管

理、歯科技工室の衛生管理や安全管理に

ついての基本的事項を学修する。 

康増進や疾病予防に関する手法の基礎を

学ぶ総論的な講義内容で構成されてい

る。広くわが国の社会保障の視点から歯

科技工の専門性を理解し、歯科医療現場

や地域の連携システムのなかで必要な知

識を修得する。 

 

（P7） 

【歯科技工管理学】 

歯科技工士としての業務を適切に遂行す

るために、歯科技工士法、歯科医師法、医

療法、医薬品医療機器等法に関する知識

を身につけ、歯科医療管理の視点で歯科

技工所の開設や管理、設備管理等に関す

る基礎的知識を修得する。歯科医療・歯

科技工管理は実際に診療を行うに当たっ

て、いかにして歯科学を臨床に応用する

かを考究することを目的とし、時代の要

求から従来の診療所、技工所のみにとど

まらず社会の中での歯科のありかたを考

察する社会歯科学的視点からの講義体系

で構成される。 

 

【歯科技工学概論】 

歯科技工士として歯科医療に携わるため

に必要となる医療の仕組みや歯科技工業

務について理解するとともに顎口腔系の

機能とその回復方法、使用材料や器材の

概要を学ぶ。歯科医療の特性から歯科技

工物の必要性を理解し口腔機能や口腔に

関する審美性といった技工物の基本的要

件を学修する。また、歯科技工に必要な

材料の管理や安全性、歯科技工物の品質

管理、歯科技工室の衛生管理や安全管理

についての基本的事項を学修する。 
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【歯科技工実習】 

本実習の目的はこれまでの講義・基礎実

習の内容に加え、日本歯科大学新潟病院

での臨床実習を通して実際の医療現場で

の歯科技工士の役割り、感染制御や医療

安全などの必要とされる知識および技能

を修得することである。また、実際に製

作した補綴装置がどのように患者さんに

用いられているのかを体験し、多職種の

スタッフとの中で円滑なチーム医療を行

うことができる歯科技工士としての総合

的な実力を身につける。日本歯科大学新

潟病院での先進的な歯科技工システムや

専門的な歯科治療における補綴装置の製

作など、今後必要となる歯科技工技術に

ついても修得する。 

【歯科技工実習】 

本実習の目的はこれまでの講義・基礎実

習の内容に加え、日本歯科大学新潟病院

での臨床実習を通して実際の医療現場で

の歯科技工士の役割り、必要とされる知

識および技能を修得することである。ま

た、実際に製作した補綴装置がどのよう

に患者さんに用いられているのかを体験

し、多職種のスタッフとの中で円滑なチ

ーム医療を行うことができる歯科技工士

としての総合的な実力を身につける。日

本歯科大学新潟病院での先進的な歯科技

工システムや専門的な歯科治療における

補綴装置の製作など、今後必要となる歯

科技工技術についても修得する。 

 

 

（新旧対照表）シラバス 

新 旧 

（P13） 

【健康科学】 

（略） 

第 4回 

（授業内容） 

社会保障制度の概要(2) 

感染症対策の基礎 

（行動目標） 

1.健康、歯科口腔保健に関する法につい

て説明する。 

2.歯科医療関係法規について説明する。 

3.保健医療福祉の各施設や多職種連携に

ついて説明する。 

4.感染症の定義と成立要件について説明

する。 

5.感染症予防対策の基礎と感染制御につ

いて説明する。 

（P13） 

【健康科学】 

（略） 

第 4回 

（授業内容） 

社会保障制度の概要(2) 

 

（行動目標） 

1.健康、歯科口腔保健に関する法につい

て説明する。 

2.歯科医療関係法規について説明する。 

3.保健医療福祉の各施設や多職種連携に

ついて説明する。 
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（P21） 

【歯科技工管理学】 

第 1回 

（行動目標） 

1.歯科技工学の意義について説明でき

る。 

2.歯科医療および歯科技工の特徴を説明

できる。 

3.歯科技工士と他の歯科職種との関係性

を説明できる。 

第 2回 

（行動目標） 

1.歯科技工士の役割・業務について説明

できる。 

2.歯科技工士の就業先や業務形態を説明

できる 

3.歯科技工における安全管理について説

明できる。 

4.歯科技工における感染症予防対策につ

いて説明できる。 

第 3回 

（行動目標） 

1.歯科技工業務の概要について説明でき

る。 

2.歯科技工の法的背景を説明できる。 

3.歯科技工所の開設、管理について説明

できる。 

4.塵埃および感染源による汚染防止対策

を説明できる。 

（略） 

第 8回 

（行動目標） 

1.歯科技工中の感染予防対策について説

明できる。 

2.歯科技工過程で生じる廃棄物処理につ

いて説明できる。 

（P21） 

【歯科技工管理学】 

第 1回 

（行動目標） 

1.歯科技工学の意義について説明でき

る。 

2.歯科技工士と他の歯科職種との関係性

を説明できる。 

 

 

第 2 回 

（行動目標） 

1.歯科技工士の役割・業務について説明

できる。 

2.歯科技工士の就業先や業務形態を説明

できる 

 

 

 

 

第 3 回 

（行動目標） 

1.歯科技工業務の概要について説明でき

る。 

2.歯科技工の法的背景を説明できる。 

3.歯科技工所について説明できる。 

 

 

 

（略） 

第 8回 

（行動目標） 

1.技工中の感染予防対策について説明で

きる。 

2.国家統計の結果の特徴を説明できる。 
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3.歯科技工所の環境汚染対策を説明でき

る。 

4.国家統計の結果の特徴を説明できる。 

5.歯科医療現場での多職種連携について

説明できる。 

 

（P25） 

【歯科技工学概論】 

（略） 

第 4回 

（授業内容） 

歯科材料、歯科技工物の安全性確保と管

理 

（行動目標） 

1.歯科材料の特徴、種類を説明する。 

2.歯科技工物の安全管理と感染症予防対

策を説明する。 

3.歯科材料、機材に求められる安全性を

説明する。 

4.事故、院内感染の発生時の対応を説明

する。 

第 5回 

（行動目標） 

1. 歯科技工の運営を説明する。 

2. 歯科技工の品質管理・品質保証を説明

する。 

3. 歯科技工の品質管理に関する法令を

説明する。 

4. 歯科技工過程での安全対策と感染症

対策を説明する。 

第 6回 

（授業内容） 

歯科技工における衛生管理と危機管理 

（行動目標） 

1. 口腔健康管理の目的と方法を説明す

る。 

3.歯科医療現場での多職種連携について

説明できる。 

 

 

 

 

（P25） 

【歯科技工学概論】 

（略） 

第 4回 

（授業内容） 

歯科材料の安全性 

 

（行動目標） 

1.歯科材料の特徴を説明する。 

2.歯科材料の種類を説明する。 

 

3.歯科材料に求められる安全性を説明す

る。 

 

 

第 5 回 

（行動目標） 

1. 歯科技工の運営を説明する。 

2. 歯科技工の品質管理・品質保証を説明

する。 

3. 歯科技工の品質管理に関する法令を

説明する。 

 

 

第 6 回 

（授業内容） 

歯科技工における衛生管理 

（行動目標） 

1.口腔健康管理の目的を説明する。 
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2. 介護予防対策の概要を説明する。 

3. 歯科技工業務による感染症リスクを

説明する。 

4. 感染リスクがある石膏模型の取扱い

を説明する。 

2.口腔健康管理の方法を説明する。 

3 歯科技工士業務と口腔健康管理の関係

を説明する。 
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（是正事項）歯科技工学科 

４．本学の入学者選抜について、選抜区分によって対応するアドミッション・ポリシ

ーが異なることから、アドミッション・ポリシーに定める資質・能力等の全てを全志

願者に対して問わない計画であるように見受けられる。その場合であっても、アドミ

ッション・ポリシーに定める資質・能力等のうち、本学において中核的と考えるもの

は全志願者について評価・判定する必要があるが、本学において中核的と考える資

質・能力等が判然としないことから、アドミッション・ポリシーに整合した適切な入

学者選抜になっているとは判断することができない。また、本学の入学者選抜のうち

「一般選抜Ⅰ」については、学力試験を実施する計画であるが、本学が掲げるアドミ

ッション・ポリシーを確認する限り、「知識・技能」に当たる内容は見受けられず、

学力試験においてどのような資質・能力等を評価・判定するのか判然としないことか

らも、アドミッション・ポリシーに整合した入学者選抜になっているのか疑義があ

る。このため、本学が掲げるアドミッション・ポリシーのうち中核的と考える資質・

能力等を明示するとともに、本学の入学者選抜がアドミッション・ポリシーに掲げる

資質・能力等を適切に身に付けていることを確認することができる選抜方法である

ことについて明確に説明するとともに、必要に応じて改めること。 

 

（対応） 

上記審査意見に鑑み、入学者選抜及び三つのポリシー関連について以下のとおり対

応した。 

入学者選抜→アドミッション・ポリシー→カリキュラム・ポリシー→ディプロマ・ポ

リシー→養成する人材像までの関係性を可視化し、本学の方針を明確にした【資料２】。 

アドミッション・ポリシー（４）に「基礎的な学力が備わり、」を追記することによ

り、適切な知識・技能の有無を確認することを可能とした。 

入学者選抜の全区分においてアドミッション・ポリシー1から 5までを対応させ、選

抜方法ごとの対比を可視化し、アドミッション・ポリシーに定める全ての資質・能力等

を確認することを可能とした【資料３】。 

傾斜配点を設定することにより、受験生の多様性に対応することを可能とした。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（本文 P4～5） 

【アドミッション・ポリシー】 

本学は、以下のような学生を求めます。 

(1)医療人として地域社会に貢献する強

い意志をもつ人 

（本文 P4～5） 

【アドミッション・ポリシー】 

本学は、以下のような学生を求めます。 

(1)医療人として地域社会に貢献する強

い意志をもつ人 
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(2)相手を観察し理解できる協調性の豊

かな人 

(3)プロフェッションとして高い倫理観

をもつ人 

(4)基礎的な学力が備わり、生涯にわたり

継続的に能力の向上に努める人 

(5)長寿社会における歯科医療の役割を

理解できる人 

 

（本文 P24～26） 

【アドミッション・ポリシー】 

本学は、以下のような学生を求めます。 

(1)医療人として地域社会に貢献する強

い意志をもつ人 

(2)相手を観察し理解できる協調性の豊

かな人 

(3)プロフェッションとして高い倫理観

をもつ人 

(4)基礎的な学力が備わり、生涯にわたり

継続的に能力の向上に努める人 

(5)長寿社会における歯科医療の役割を

理解できる人 

 

また、入学者選抜の実施については、上

記アドミッション・ポリシーに敵う学生

の確保を実現させるため、以下の内容を

予定している【資料 33】。 

 

・総合型選抜Ⅰ（定員 6人） 

 

→ 志願理由書、調査書、小論文、集団討

論（高配点）、面接 

・総合型選抜Ⅱ（定員若干名） 

 

→ 志願理由書、調査書、小論文、集団討

論（高配点）、面接 

(2)相手を観察し理解できる協調性の豊

かな人 

(3)プロフェッションとして高い倫理観

をもつ人 

(4)生涯にわたり継続的に能力の向上に

努める人 

(5)長寿社会における歯科医療の役割を

理解できる人 

 

（本文 P24～26） 

【アドミッション・ポリシー】 

本学は、以下のような学生を求めます。 

(1)医療人として地域社会に貢献する強

い意志をもつ人 

(2)相手を観察し理解できる協調性の豊

かな人 

(3)プロフェッションとして高い倫理観

をもつ人 

(4)生涯にわたり継続的に能力の向上に

努める人 

(5)長寿社会における歯科医療の役割を

理解できる人 

 

また、入学者選抜の実施については、上

記アドミッション・ポリシーに敵う学生

の確保を実現させるため、以下の内容を

予定している。 

 

・総合型選抜Ⅰ（定員 6人） 

AP(1)(2)(4)(5) 

→ 志願理由書、調査書、小論文、集団討

論、面接 

・総合型選抜Ⅱ（定員若干名） 

AP(1)(2)(4)(5) 

→ 志願理由書、調査書、小論文、集団討

論、面接 
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・学校推薦型選抜（定員 10 人） 

 

→ 志願理由書、調査書、小論文、面接

（高配点） 

・社会人選抜（定員若干名） 

 

→ 志願理由書、調査書又は大学等の成

績証明書、小論文、面接（高配点） 

・一般選抜Ⅰ（定員 4人） 

→ 志願理由書、調査書又は大学等の成

績証明書、学力試験（高配点）、面接 

・一般選抜Ⅱ（定員若干名） 

→ 志願理由書、調査書又は大学等の成

績証明書、小論文（高配点）、面接 

・一般選抜Ⅲ（定員若干名） 

→ 志願理由書、調査書又は大学等の成

績証明書、小論文（高配点）、面接 

（略） 

上記のとおり選抜方法は選抜区分ごと

に明確に設定のうえ、アドミッション・

ポリシーに基づく選抜基準に準じ、傾斜

配点を設定したうえで総合的に評価し、

入学者選抜の合否は入学者選抜実施委員

会において客観的かつ公正に判定する予

定である（障害のある者や性的マイノリ

ティーに対する配慮を含む）。また、検定

料や学納金などの必要経費の情報につい

ても、広く周知を図る予定である。 

・学校推薦型選抜（定員 10 人） 

AP(1)(4)(5) 

→ 志願理由書、調査書、小論文、面接 

 

・社会人選抜（定員若干名） 

AP(1)(3)(4)(5) 

→ 志願理由書、調査書又は大学等の成

績証明書、小論文、面接 

・一般選抜Ⅰ（定員 4人）AP(1)(4)(5) 

→ 志願理由書、調査書又は大学等の成

績証明書、学力試験、面接 

・一般選抜Ⅱ（定員若干名）AP(1)(4)(5) 

→ 志願理由書、調査書又は大学等の成

績証明書、小論文、面接 

・一般選抜Ⅲ（定員若干名）AP(1)(4)(5) 

→ 志願理由書、調査書又は大学等の成

績証明書、小論文、面接 

（略） 

上記のとおり選抜方法は選抜区分ごと

に明確に設定のうえ、アドミッション・

ポリシーに基づく選抜基準に準じ、総合

的に評価し、入学者選抜の合否は入学者

選抜実施委員会において客観的かつ公正

に判定する予定である（障害のある者や

性的マイノリティーに対する配慮を含

む）。また、検定料や学納金などの必要経

費の情報についても、広く周知を図る予

定である。 

（資料 P288） 

33 選抜方法とアドミッション・ポリシー

とのマトリクス表 

（追加） 

 

 

 

 

 

  

－審査意見への対応（本文）（６月）－ 17－



（是正事項）歯科技工学科 

５．「教員名簿」に調書番号１の教員の記載がなく、「教員個人調書」との間で書類の

不整合があるため、適切に改めること。 

 

（対応） 

  上記のご指摘を踏まえ、小松﨑明（1）が教員名簿に記載されていなかったため、教

員名簿に追加する。 

 

（新旧対照表）教員名簿（教員の氏名等） 

新 旧 

（P2） 

小松﨑 明（1） 

学長 

＜令和 7年 4月＞ 

（P2） 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－審査意見への対応（本文）（６月）－ 18－



（是正事項）歯科技工学科 

６．教員資格審査において、「不可」や「保留」、「適格な職位・区分であれば可」と

なった授業科目について、当該授業科目を担当する教員を基幹教員以外の教員で補

充する場合には、主要授業科目は原則として基幹教員が担当することとなっている

ことを踏まえ、当該授業科目の教育課程における位置付け等を明確にした上で、当該

教員を後任として補充することの妥当性について説明すること。 

 

（対応） 

  上記のご指摘を踏まえ、当初予定していた三富加奈子（8）が「不可」の判定を受け

たため、各種書類より削除し、助手として配置する。 

 

（新旧対照表）基本計画書 

新 旧 

（P1～2） 

基幹教員 
助手 

助教 計 

0 6 1 

（0） （6） (1) 

0 6 

  

（0） （6） 

0 0 

（0） （0） 

0 6 

（0） （6） 

0 0 

（0） （0） 

0 0 

（0） （0） 

0 6 

（0） （6） 

0 6 1 

（0） （6） （1） 

3 8 0 

（P1～2） 

基幹教員 
助手 

助教 計 

1 7 0 

（1） （7） (0) 

1 7 

  

（1） （7） 

0 0 

（0） （0） 

1 7 

（1） （7） 

0 0 

（0） （0） 

0 0 

（0） （0） 

1 7 

（1） （7） 

1 7 0 

（1） （7） （0） 

3 8 0 
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（3） （8） (0) 

3 8 

  

（3） （8） 

0 0 

（0） （0） 

3 8 

（3） （8） 

0 0 

（0） （0） 

0 0 

（0） （0） 

3 8 

（3） （8） 

3 8 0 

（3） （8） （0） 

3 14 1 

（3） （14） （1） 
 

（3） （8） (0) 

3 8 

  

（3） （8） 

0 0 

（0） （0） 

3 8 

（3） （8） 

0 0 

（0） （0） 

0 0 

（0） （0） 

3 8 

（3） （8） 

3 8 0 

（3） （8） （0） 

4 15 0 

（4） （15） （0） 
 

 

（新旧対照表）シラバス 

新 旧 

（P24～25） 

【歯科技工学概論】 

授業担当者 

関口博一 

 

（P69～70） 

【有床義歯技工学実習Ⅱ】 

授業担当者 

関口博一 

 

（P76～77） 

【歯冠修復技工学Ⅱ】 

授業担当者 

（P24～25） 

【歯科技工学概論】 

授業担当者 

関口博一・三富加奈子 

 

（P69～70） 

【有床義歯技工学実習Ⅱ】 

授業担当者 

関口博一・三富加奈子 

 

（P76～77） 

【歯冠修復技工学Ⅱ】 

授業担当者 
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関口博一 

 

（P102～103） 

【歯科技工実習】 

授業担当者 

関口博一 

関口博一・三富加奈子 

 

（P102～103） 

【歯科技工実習】 

授業担当者 

関口博一・三富加奈子 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 

（本文 P26～27） 

⑨ 教育研究実施組織の編制の考え方及

び特色 

 歯科技工学科の開設にあたり、教育の

理念、教育の目的及び教育の目標を達成

するべく教員組織編成を予定しており、

短期大学設置基準及び歯科技工士学校養

成所指定規則に規定された基幹教員数及

び条件を充たした編成となっている。ま

た、基幹教員の職位は、日本歯科大学新

潟短期大学教員選考資格基準【資料 13】

に基づき明確に定められており、短期大

学設置基準の規定を満たしている。 

教員の配置については、学長を除き基

幹教員 6 名（専ら当該学部等の教育研究

に従事する者であって、主要授業科目を

担当するもの）を予定しており、内訳は、

教授 3 名（歯科医師 3 名）、准教授 2 名

（歯科医師 1名）、講師 1名（歯科技工士

1名）であり、いずれも歯科技工教育を行

うにあたり経験及び知識が豊富に備わっ

ているため、教育面での問題はない。ま

た、基幹教員以外の教員の配置は 6 名を

予定しているが、同一キャンパス内に日

本歯科大学新潟生命歯学部及び日本歯科

大学新潟病院が設置されているため教

育、研究及び臨床経験が豊富な歯科医師

（本文 P26～27） 

⑨ 教育研究実施組織の編制の考え方及

び特色 

 歯科技工学科の開設にあたり、教育の

理念、教育の目的及び教育の目標を達成

するべく教員組織編成を予定しており、

短期大学設置基準及び歯科技工士学校養

成所指定規則に規定された基幹教員数及

び条件を充たした編成となっている。ま

た、基幹教員の職位は、日本歯科大学新

潟短期大学教員選考資格基準【資料 13】

に基づき明確に定められており、短期大

学設置基準の規定を満たしている。 

教員の配置については、学長を除き基

幹教員 7 名（専ら当該学部等の教育研究

に従事する者であって、主要授業科目を

担当するもの）を予定しており、内訳は、

教授 3 名（歯科医師 3 名）、准教授 2 名

（歯科医師 1名）、講師 1名（歯科技工士

1名）、助教 1名（歯科技工士 1名）であ

り、いずれも歯科技工教育を行うにあた

り経験及び知識が豊富に備わっているた

め、教育面での問題はない。また、基幹教

員以外の教員の配置は 6 名を予定してい

るが、同一キャンパス内に日本歯科大学

新潟生命歯学部及び日本歯科大学新潟病

院が設置されているため教育、研究及び
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及び歯科技工士が多数在籍しており、必

要に応じて指導教員を追加していくこと

を検討している。また、教育研究の補助

員として、助手 1 名（歯科技工士）を配

置予定である。今回の学科認可申請を行

うにあたり、基幹教員全 6 名は学校法人

日本歯科大学内の組織に属しており、既

に学校法人日本歯科大学理事会の承認、

各所属長の承認及び基幹教員全 6 名本人

の承諾は確認済みである。 

令和 7 年度開設以降の人事計画につい

ては、短期大学設置基準及び歯科技工士

学校養成所指定規則の基準を満たすこと

を最優先事項とするが、教員の年齢構成

に鑑み、計画的な人材育成及び人材確保

を目指している。日本歯科大学新潟短期

大学教職員の定年については、学校法人

日本歯科大学教職員定年規程【資料 14】

に「満 65 歳に達した日の属する月の末

日」と規定されており、開設時の基幹教

員編成においては、令和 9 年 3 月 31 日

（完成年度の 3月 31日）時点で定年を迎

える教員は皆無である。また、開設時の

基幹教員の年齢構成は、60～64 歳が 2名

（教授 1名、講師 1名）、50～59 歳が 2名

（教授 2名）、40～49 歳が 2名（准教授 2

名）であり、均整のとれた職階及び年齢

構成となっている。 

臨床経験が豊富な歯科医師及び歯科技工

士が多数在籍しており、必要に応じて指

導教員を追加していくことを検討してい

る。今回の学科認可申請を行うにあたり、

基幹教員全 7 名は学校法人日本歯科大学

内の組織に属しており、既に学校法人日

本歯科大学理事会の承認、各所属長の承

認及び基幹教員全 7 名本人の承諾は確認

済みである。 

令和 7 年度開設以降の人事計画につい

ては、短期大学設置基準及び歯科技工士

学校養成所指定規則の基準を満たすこと

を最優先事項とするが、教員の年齢構成

に鑑み、計画的な人材育成及び人材確保

を目指している。日本歯科大学新潟短期

大学教職員の定年については、学校法人

日本歯科大学教職員定年規程【資料 14】

に「満 65 歳に達した日の属する月の末

日」と規定されており、開設時の基幹教

員編成においては、令和 9 年 3 月 31 日

（完成年度の 3月 31日）時点で定年を迎

える教員は皆無である。また、開設時の

基幹教員の年齢構成は、60～64 歳が 2名

（教授 1名、講師 1名）、50～59 歳が 2名

（教授 2名）、40～49 歳が 2名（准教授 2

名）、30～39 歳が 1名（助教）であり、均

整のとれた職階及び年齢構成となってい

る。 

 

（新旧対照表）学生確保の見通し等を記載した書類 

新 旧 

（本文 P2～3） 

（1）新設組織の概要 

①設置組織の概要 

（略） 

 歯科技工学科の開設にあたり、教育の

（本文 P2～3） 

（1）新設組織の概要 

①設置組織の概要 

（略） 

 歯科技工学科の開設にあたり、教育の
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理念、教育の目的及び教育の目標を達成

するべく教員組織編成を予定しており、

短期大学設置基準及び歯科技工士学校養

成所指定規則に規定された基幹教員数及

び条件を充たした編成となっている。ま

た、基幹教員の職位は、日本歯科大学新

潟短期大学教員選考資格基準【資料 13】

に基づき明確に定められており、短期大

学設置基準の規定を満たしている。 

教員の配置については、学長を除き基

幹教員 6 名（専ら当該学部等の教育研究

に従事する者であって、主要授業科目を

担当するもの）を予定しており、内訳は、

教授 3 名（歯科医師 3 名）、准教授 2 名

（歯科医師 1名）、講師 1名（歯科技工士

1名）であり、いずれも歯科技工教育を行

うにあたり経験及び知識が豊富に備わっ

ているため、教育面での問題はない。ま

た、基幹教員以外の教員の配置は 6 名を

予定しているが、同一キャンパス内に日

本歯科大学新潟生命歯学部及び日本歯科

大学新潟病院が設置されているため教

育、研究及び臨床経験が豊富な歯科医師

及び歯科技工士が多数在籍しており、必

要に応じて指導教員を追加していくこと

を検討している。また、教育研究の補助

員として、助手 1 名（歯科技工士）を配

置予定である。今回の学科認可申請を行

うにあたり、基幹教員全 6 名は学校法人

日本歯科大学内の組織に属しており、既

に学校法人日本歯科大学理事会の承認、

各所属長の承認及び基幹教員全 6 名本人

の承諾は確認済みである。 

令和 7 年度開設以降の人事計画につい

ては、短期大学設置基準及び歯科技工士

学校養成所指定規則の基準を満たすこと

理念、教育の目的及び教育の目標を達成

するべく教員組織編成を予定しており、

短期大学設置基準及び歯科技工士学校養

成所指定規則に規定された基幹教員数及

び条件を充たした編成となっている。ま

た、基幹教員の職位は、日本歯科大学新

潟短期大学教員選考資格基準【資料 13】

に基づき明確に定められており、短期大

学設置基準の規定を満たしている。 

教員の配置については、学長を除き基

幹教員 7 名（専ら当該学部等の教育研究

に従事する者であって、主要授業科目を

担当するもの）を予定しており、内訳は、

教授 3 名（歯科医師 3 名）、准教授 2 名

（歯科医師 1名）、講師 1名（歯科技工士

1名）、助教 1名（歯科技工士 1名）であ

り、いずれも歯科技工教育を行うにあた

り経験及び知識が豊富に備わっているた

め、教育面での問題はない。また、基幹教

員以外の教員の配置は 6 名を予定してい

るが、同一キャンパス内に日本歯科大学

新潟生命歯学部及び日本歯科大学新潟病

院が設置されているため教育、研究及び

臨床経験が豊富な歯科医師及び歯科技工

士が多数在籍しており、必要に応じて指

導教員を追加していくことを検討してい

る。今回の学科認可申請を行うにあたり、

基幹教員全 7 名は学校法人日本歯科大学

内の組織に属しており、既に学校法人日

本歯科大学理事会の承認、各所属長の承

認及び基幹教員全 7 名本人の承諾は確認

済みである。 

令和 7 年度開設以降の人事計画につい

ては、短期大学設置基準及び歯科技工士

学校養成所指定規則の基準を満たすこと

を最優先事項とするが、教員の年齢構成
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を最優先事項とするが、教員の年齢構成

に鑑み、計画的な人材育成及び人材確保

を目指している。日本歯科大学新潟短期

大学教職員の定年については、学校法人

日本歯科大学教職員定年規程【資料 14】

に「満 65 歳に達した日の属する月の末

日」と規定されており、開設時の基幹教

員編成においては、令和 9 年 3 月 31 日

（完成年度の 3月 31日）時点で定年を迎

える教員は皆無である。また、開設時の

基幹教員の年齢構成は、60～64 歳が 2名

（教授 1名、講師 1名）、50～59 歳が 2名

（教授 2名）、40～49 歳が 2名（准教授 2

名）であり、均整のとれた職階及び年齢

構成となっている。 

に鑑み、計画的な人材育成及び人材確保

を目指している。日本歯科大学新潟短期

大学教職員の定年については、学校法人

日本歯科大学教職員定年規程【資料 14】

に「満 65 歳に達した日の属する月の末

日」と規定されており、開設時の基幹教

員編成においては、令和 9 年 3 月 31 日

（完成年度の 3月 31日）時点で定年を迎

える教員は皆無である。また、開設時の

基幹教員の年齢構成は、60～64 歳が 2名

（教授 1名、講師 1名）、50～59 歳が 2名

（教授 2名）、40～49 歳が 2名（准教授 2

名）、30～39 歳が 1名（助教）であり、均

整のとれた職階及び年齢構成となってい

る。 

 

（新旧対照表）教員名簿（教員の氏名等・学位保有状況） 

新 旧 

（P2） 

（削除） 

 

 

 

（P3） 

助教・その他・30～39 歳 

0 人 

 

助教・その他・合計 

0 人 

 

合計・その他・30～39 歳 

0 人 

 

合計・その他・合計 

1 人 

（P2） 

三富 加奈子（8） 

基（主専） 助教 

＜令和 7年 4月＞ 

 

（P3） 

助教・その他・30～39 歳 

1 人 

 

助教・その他・合計 

1 人 

 

合計・その他・30～39 歳 

1 人 

 

合計・その他・合計 

2 人 
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（是正事項）歯科技工学科 

７．本学の校舎面積について、 短期大学設置基準別表第二の備考７のただし書を適

用し、本学の専用部分に、隣接する日本歯科大学（新潟歯学部）との共用部分を加え

ることにより、同基準第 31 条に規定する校舎面積基準を満たそうとする計画である

と考えられる。しかしながら、基本計画書の「校舎」に記載されている面積を確認す

る限り、日本歯科大学の校舎の専用部分と本学と日本歯科大学の共用部分の面積の

合計が、大学設置基準第37条の２に規定する必要校舎面積を下回っていることから、

短期大学設置基準別表第二の備考７のただし書を適用し、隣接する日本歯科大学（新

潟歯学部）との共用部分を加えることができるのか疑義があることから、本学の校舎

面積が短期大学設置基準第 31条の規定を適切に満たしているとは判断できない。こ

のため、日本歯科大学の校舎の専用部分と本学と日本歯科大学の共用部分の面積の

合計が大学設置基準第37条の２に規定する必要校舎面積を上回っていることを示す

ことにより、短期大学設置基準別表第二の備考７のただし書を適用し、本学の専用部

分に隣接する日本歯科大学（新潟歯学部）との共用部分を加えることで同基準第 31

条に規定する校舎面積基準を満たすことを明らかにすること。 

 

（対応） 

上記のご指摘を踏まえ、日本歯科大学及び日本歯科大学新潟短期大学の校舎面積計

画について、以下のとおり内容を明確にした。 

 

  日本歯科大学校舎面積 42,877.45 ㎡（生命歯学部校舎面積 29,219.64 ㎡＋新潟生命

歯学部校舎面積 13,657.81 ㎡）は、大学設置基準第 37 条の 2に規定される日本歯科大

学必要校舎面積 24,300 ㎡（生命歯学部 13,100 ㎡（収容定員 960 人）＋新潟生命歯学部

11,200 ㎡（収容定員 720 人））を上回り、基準を満たしている。 

従って、短期大学設置基準別表第二の備考 7 のただし書を適用することが可能とな

り、日本歯科大学新潟短期大学校舎面積 10,235.14 ㎡（専用校舎面積 2,734.91 ㎡＋隣

接する日本歯科大学新潟生命歯学部との共用面積 7,500.23 ㎡）は、短期大学設置基準

第 31 条に規定される日本歯科大学新潟短期大学必要校舎面積 3,050 ㎡を上回り、基準

を満たしているといえる。 

 

（新旧対照表）基本計画書 

新 旧 

（P2） 

「校舎」 

共用する他の学校等の専用 

19,606.16 ㎡ 

（P2） 

「校舎」 

共用する他の学校等の専用 

6,157.58 ㎡ 
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（19,606.16 ㎡） 

 

計 

29841.30 ㎡ 

（29841.30 ㎡） 

 

備考 

日本歯科大学と共用 

（6,157.58 ㎡） 

 

計 

16392.72 ㎡ 

（16392.72 ㎡） 

 

備考 

（追加） 
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